
市町村財政比較分析表(平成16年度決算)
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分析欄
財政力指数　：　人口の減少や基幹産業である水産業の衰退等による自主財源の減と、港湾など建設事業の増加に伴う起債増発等による
　　　　　　　　　基準財政需要額の増のため、指数は低くなっている。町税等の徴収業務の強化により滞納額を圧縮し、自主財源の確保に努
　　　　　　　　　めている。

経常収支比率　：　比率は１００．３％と高く、そのうち公債費が３３．６％となっている。起債償還額は平成１９年度にピークをむかえるが、町
税
　　　　　　　　　　 等の徴収業務の強化等による自主財源の確保と、事務事業の見直しによる経常経費の抑制により比率の適正化に努め
る。
　
起債制限比率　：　近年比率が高くなっている要因は、平成１０年度から本格化した公営住宅建替事業や平成１３年度から本格化した深層水
　　　　　　　　　　 事業などの大型建設事業のため発行した高額の起債の償還が始まってきたためである。新規発行地方債を抑制し、公債費
　　　　　　　　　　 の適正化に努めている。

起債残高　：　起債残高の多い主な要因は、港湾事業、公営住宅建替事業、深層水事業に代表される大型建設事業である。新規発行地方
債
　　　　　　　　を抑制し、財政の健全化を図っている。

ラスパイレス指数　：　類似団体平均を２．５ポイント上回っている状況にあるが、現行の給料表は、年功的な体系となっており、上下の職務
の
　　　　　　　　　　　　 級間で水準が重なっていることが大きな原因と考えられる。今後は、特殊勤務手当等の総点検を行うなど、より一層の給
　　　　　　　　　　　　 与の適正化に努める。

人口1,000人あたり職員数　：　類似団体平均を若干上回っているが、平成１４年度から平成１６年度の過去３年間の状況を見ると、３１人の


